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田 ． ほ じめに 地区であ り、 現在でも大阪の 堺市を中心に 自転車部品 メ 

自転車産業 は 、 標 、 準化の産業発展への 貢献を語る上で、 ーカーが製造を 続けている。 関西は元々 刀 鍛治技術が発 

ミシンと並ぶ 代表例として 語られることの 多い産業であ 達しており、 鉄砲伝来後、 その 力 鍛治技術を 鉄 

る しかし、 現代の自転車産業は、 中国からの大量の 完 砲 生産を産業化したのは 有名だが、 実はこの 技 

入 に市場を奪われ、 ・瀕死の状態といっても 過言で 術が、 自転車のパイプフレーム 技術 @ こ 応用できたため、 

ほ ない。 標準化を率先して 進め、 その標準化が 産業発展 この地が自転車産業の 中心となったと 言われている。 前 

を支えたと評価されていた 自転車産業が、 なぜ急速に海 に述べたとおり、 最初に自転車を 製作した宮田製 錬 所も 

外企業に市場を 奪われたのであ ろう ヵ もそして、 この 現 本業として目指していたのは 銃の製造であ った。 

状から脱却する 企業活動に標準 ィぬ まどのように 貢献でき しかし、 戦前の部品 出は 。 残俳ながら 品 

るであ ろう カ もこのような 視点から自転車産業を 調べて レベルのものであ った 自転車の標準規格 @ 

みると、 標準」を活用した 幾 っかの新しい 動きが見られ 早く され、 その後ドイツ、 フランス、 イタリア等で 

ることが分かった。 整備が進んだが、 日本の自転車産業 は 、 これらの規格に 

本稿でほ。 自転車産業における 標準化の役割愛 ィヒと 、 適合した部品を 出来るだけ安く 製作し輸出するという 業 

新しい動きを、 過去の文献、 業界や先進企業に 対する 々  態であ った。 ' 重要 輸 ""'"' 規定。 "" 
ンタビュ一調査などから 分析し、 標準化活動が 産業界に る 品目指定 検査が開始され、 我が国 

果たすべき役割を 自転車産業を 事例として ること で最初の自転車の 規格であ る 日 査 基準が整備され 
を 試みる 

  たが、 品質は低いままであ り、 当時の日本製自転車の 平 

均輸出価格は、 英国製の半分ほどであ ったと言われてい 

る ( 相羽 ， 鱒 ， 5 ⑰。 

ドイツのドライス 男爵のドライジー 

、 るが、 我が国に輸入が 開始された 3   

年 ) であ った。 日本において 最初 この自転車産業を 大きく変化させたのが、 戦時の生産 

に 自転車を生産したのは、 189 年の富田 製銃所 ( 現 宮田 統制であ る。 194 五年に自転車配給用臨時工業規格 ( 臨時 

工業 ( 株 )) であ り、 この頃 の自転車の多くは 米国からの 舖が 作られ、 自転車は一般、 大型、 婦人、 重荷用の 

輸入車であ った。 その後輸入先は 日本人の体系に 合わせ に 統一された。 全ての部品の 規格が寸法だけでな 

英国製が増え、 我が国の自転車産業は 明治時代の後半に、 く、 材料、 形状まで正確に 決定され、 製品の標準化。 互 

この輸入自転車の 修理部品製作から 発生し、 自転車の普 換性は進んだが、 改良や新機能追加の 余地は全く無いも 

及 に歩を合わせて 成長して、 部品の多くを 輸出する よう 

になっていった。 自転車産業は、 我が国の工業製品の 中 

でもかなり古くから 輸出実績を有する 産業であ り、 1937 

年にほ我が国輸出品目の 第一位 (10.3%) を占め、 19 如 

年には輸出台数 1 撰 万台と、 英国の 

引き離して世界一位の 座を占めるなど、 我が国の花形 産 

業 であ った。 

ちなみに、 この自転車産業の 中心地は中部地区や 関西 

のとなった " この自転車規格が、 その後の自転車産業に 

大きな影響を 与えることとなる。 

戦前に隆盛を 極めた自転車産業であ ったが、 終戦、 低 

品質、 欧州での自転車産業の 拡大、 英国のポンド 切り " ア 

げによる英国製自転車の 価格低下などにより、 戦後は急 

遠に製品競争力を 失 う こととなった。 1948 年の輸出実績 

千台と、 英国の輸出量の 25% にまで低下して 

いる。 このような状況を ォ而度 するため、 自転車の品質を 
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るための新たな 工業規格 

はまさに輸出品の 品質検査を目的とした 

この規格では。 自転車を大きく & の 部品 ( タイヤ、 

チューブ除く ) にわけ。 この部品に関し 賎掻 ～ エ 

の 寸法を規定していた。 これらの部品は。 それぞれが 更 

の 部分品で構成されており。 当 規格にも自転 

は 種の部分品名称が 規定されていた。 

この規格は。 工業規格として 非常に精 綴こ 整備された 

り、 製品の信頼性向上に 大きく寄与したと 言わ 

れている。 しかし、 輸出検査のための 規格として @ ま 細か 

すぎ。 規格と輸出検査 

ことにもなった ( 市 

は、 技術 色歩を阻害したことであ 3 る " 規格を精 綴 

に 大量に作成したため。 新技術に対応した 新たな規格の 

導入が困難となった。 しがし、 当該規格を輸出検査に 利 

用しているため。 製造者側は。 当該規格に適合した 製品 

を 製造せざるを 得ず。 結果的に新技術の 導入意欲を削く     

こむこなった。 

元 に制定された。 この 

られた。 この改正は、 通常の規格の 見直し難問であ る S 

ており。 自転車産業における 技術 進 

している。 但し。 ここにおける 技術 

進歩とは。 新技術の開発ではなく。 製造技術の高度化や 

材料技術の高度化を 指している。 当時の規格改訂は、 欧 

米 " 特に自転車先進国であ る欧州各国の 規格を翻訳導入 

する形で進められたが、 その際に、 国内の技術力を 勘案 

し、 国内技術において 実現可能な規格から 

ことで、 徐々に技術レベルの 高い技術を 

マークの表示も 開始し。 当初ま部品 " 

ク 取得がすすんだ。 轟 

それまで品質管理の 認証という経験の 無かった日本が 国 

営 で乗り出した 認証制度であ り、 英国規格協会で 行われ 

マークを模したものであ った。 本来製品認証 

ほ 当該製品の型式認証やロット 検査により実現するのが 

普通だが、 個別製品に関する 詳細な検査を 必要とする形 

式認証を国自身 力 ; 行 う ことほ不可能であ ったため、 英国 

規格協会が実施していた エ 

あ る。 この方式は、 製造工場での 品 

認定しょうとしたときに、 

この工場認定制度が 壁 となった " 

普辞 温み出荷とい 時っ 

店 によって行われる 

建 しなければ、 完成 

ク 表示ができないという 問題がでたのであ る。 そこで 

売店を最終組み 立て肯定の一部として 公的に認定する 仕 

組みとして導入したのが 

となっていね 

。 欧州規格の国内 

な規格を次々に 設 

が、 その恩恵を受けたの 旗国内企業のみではなかった。 

台湾。 中国などでは、 欧州規格以上に 詳しい 

規格を用いて 自転藁の部品製造に 参 

ていった。 詳細で精敏な 規格が 、 そ 

@ こしたことほ 想像に難くない。 

還 

規 絡も「消費者の 安全」、 「新製品。 

新技術の開発の 自由度を大きくする」方向に 方向転換を 

開始した。 製品基準ではなく 中盤 邑 基準の考え方の 導入も 

始まった。 自転車においても、 年 。 日本自転車工業 

会自主安全基準が 制定され、 ユーザ一の安全出こ 関する 

規格が一部追加されたが、 系 が大きく変わること 

はなかった。 

が、 自転車産業に 人 

伝 車 関税の廃止とと 
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恕こ 台湾から大量の 完成車が輸 

ることは不可能であ っだ。 

で 市場が守れないことを 認識、 

ガードの発動を 検討した。 しかし、 

セーフガード 発動は。 工業製品での 発動を避けたい 通商 

産業省の意向もあ り。 実現することは 無かった。 

次に検討したのが、 消費生活用製品安全法に 係るぎ 

C マークは製品の 安全性を国が 認定す 

るもので、 認定された製品にほ マークを添付する 

ことが出来る。 しかし。 ここで 部 組み コ 産業が間 

となった。 最終製品の安全性を 保証するには、 最終 組 

売店を「製造工場」の - 日 陸 認定す 

マークの場合 は 。 そこの技術者を 認 

建 することで製造工場との 認定を与えたと 見なしたわけ 

場合。 仮に販売店を 製造 

が生ずるのであ る。 こ 

者から 除鱗 、 できない ヵ 、 との要望を行ったが。 販売店で最 

終組み立てを 行っている以上不可能との 判断であ った。 

やむなく自転車業界を マークを諦め、 消費生活 

製品安全法上の 民間 

勧めることとしたが クは 中国メーカ一でも 取 

得することは 可能であ り。 産月 @M ヒ @ こ 結びつけることは 出 

来なかった。 その後も自転車の 輸入は増え続け、 現在で 

万台に対し。 輸入自転車は 

えている。 

⑳ 反 

以上のような 自転車産業の 衰退に対し。 幾 っかの新し 

い動きが見られる。 以下ではこれらの 動きについて。 標 

を実現できないこと 

一ク 制度であ る。 この制度ほ、 社団法人自転車協会が 運 

営する任意の で 一夕制度であ り、 業界が自主基準として 

定めた「自転車安全基準」を 満たしていることを 形式 認 

建 し、 その製品への マークの貼付を 認める制度で 

あ る。 この制度の利 

用 することが必須となっている。 これは、 

なることが期待される。 

など。 急拡大していることは。 我が国の自転車産業が 

マ一タ に 期待していることを 表していると 言えよ 

フ 。 

ないコンポーネントシステムを 開発。 販売することで、 

その地位を不動のものとした ( 武石， 

シマノが行ったことほ 、 鱗 

部品を 、 さ目 r- 良 い 状態で組み合わ 

格を利用しない 新し bh 部品群を自ら 開発し、 それらの部 

品 を一体で販売する 戦略であ る。 飼え ぼ 後輪のハブ とフ 

リーホイールを 一体化したフリーハブシステム、 ブレー 

キレ ノミーへの変速レバー 組み込 

ィ見 し、 シマノ自身 は 先月炭車に @% 

メーカ一に徹しているため、 当然あ る程度コン恭一ネ ン 

ト 化した部品群であ っても。 最終的にほ他社の 部品と組 

み 合わせて完成車とする 必要があ る。 この 他 

インタフェースの 部分は 規格を利用している。 

つまりシマノにとって " は 製品品質規格とし づ 

より。 インタフェース 規格として存在している。 シマノ 

が 新技術を開発し。 新 い、 コンポーネント 群を製造販売 

した場合、 最終組み立て 完成品で不具合が 出たとしても。 

シマノ部品と 他部品とのインタフェース 部分が細かし 

値を持った公的な 規格で規定されているため、 不具 
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合の責任の所在が 明確化しやすい。 これは 

いた し培 ロ分だけをうまく 利用した例と 言えよう。 

このような戦略は。 シマノのコンポーネントが こ S 規 

臣 で ニーザ一が シマノ部品を 求めるから 

こそ成功する 戦略であ り、 どの部品メーカ 一であ っても 

成功するものではな㌧㌔また、 コンポーネント 販売は当 

然 のことながら 抱き合わせ販売の 可能性を有しており、 

、 ンマ ノ の部品シェアが 高まりすぎたことで、 常に独禁法 

違反の危険にさらされるよ う になっているのも 事実であ 

る。 このためシマ / は 、 独自に開発した、 錘 

異なる規格を 積極的に公開し。 他企業の参入を 促す戦略 

自転車業界におけるもう 一つの明るい 希望が電動ア 

シスト自転車であ る。 

需要減少に悩むヤマハが 

3 年に第一号を 発売し 

車の規格 は 任意規格でほ 

強制規格であ る。 

道路交通法第 2 条第一項 第 i 青め 2 において「人の 

を持ちいる自転車」を 自転車に含め、 

施行規則第一条の 3 でその規定を 定めている。 そこで 建 

ている規定において 主要全技術 法 次の 2 つ であ る。 

加えた力と同じ カ だけアシストする。 

0  時速王 5 キロを越えるとアシストカが 弱まり、 

キロで 0 となる。 

この 2 つの技術にはヤマハの 特許が含まれており、 多 

くの自転車 メ 一ヵ 一は ヤマハの動力ユニットを 使って電 

動アシスト自転車を 生産している。 電動アシスト 自転車 

の 生産量 は 年々増加しており、 自転車業界にとって 数少 

ない 高 ナ劫㎡ 耐画 商品となっている。 

但し、 電動アシスト 自転車にも弱点があ る。 規格を強 

制法規に よ り定めてしまったため、 ヤマハの特許のと 相 

乗効果に よ り国内市場は 完全に国産品で 押さえたが、 日 

本の道路交通法は 国際的にほ全く 価値の無い規格であ り。 

逆に日本の特許を 逃れるために、 欧州なれま日本と 異な 

る電動自転車規格を 定める動きに 出ている。 このため、 

アシスト自転車 は 我が国国内市場 将佳持 できたとし 

ても欧州市場には 異なった規格の 製品を投入せざるを 得 

ないこととなる 回青き性が高まっている。 

土見てきたよ う に 、 自 業 においては、 規格の 

存在が産業の 発展に様々な 与えている。 ここで 重 

要なの ほ 、 一言で規格といっても、 国家規格、 

社内規格、 強制規格などがあ り。 それぞれが目的を 持っ 

て使われれ ば扁い 効果が出せるが、 反面で様々な 欠点も 

有しているということであ る。 

今回検討した 自転車産業の 事例においても。 国家規格 

規格 は 、 産業立ち上がり 顛には大きな 役割を 

果たし、 我が国の国際競争力を 高めたが、 国際市場への 

キャッチアップを 終え、 逆に追われる 立場になったとた 

は 敵に臨を送る 結果となった。 業界規格 

製品の「区別」にほ 大きな役割を 果たし 

ているが、 国家規格に比べると 認知度の低い 

あ るため、 マークがついた 物が良い製品という「 差 

別化」にほまだ 繋がっていない。 シマノ は 社内独自規格 

規格をうまく 使って独自の 市場を確 

エ アが高まる中で 独自規格は独占禁止法上 

させている。 ヤマハは強制規格に 独自技術 

で国内において 強力に市場を 押さえることに 成功したが、 

国際的には全く 対抗力の無い 規格として国際競争に 

ようとしている。 

これらを総合すると。 標準化活動は、 その内容だけで 

無く、 標 、 準化の時期、 形態によって 様た な影 

展 に与えていることが 分かる。 最も重要なことは、 市場 

の成熟にあ わせて、 規格の制度に 囚われない自由な 発想、 

で様々なタイプの 新しい規格を 作っていかなければ。 標 

準 化により得たメリットが、 簡単にデメリットに 変化し 

てしまうということを 認識することだといえよ う 。 
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